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前プランの評価・検証（案） 

 

 

（１）評価方法・結果 

○ ２３６本の推進事業について、次により３区分に分類し「事業評価」(a,b,c)を行う。 

 

 

 
 

 

○ 事業評価における a を３点、b を２点、c を１点に点数化し、施策ごとの平均値を算出。

その平均値を元に、相対的に三区分に分類（2.３以上：Ａ（上位）、1.９以上～2.３未満：

Ｂ（中位）、1.９未満：Ｃ（下位））し、「施策の評価」とした。 

 

○ 評価結果は、次ページのとおり。 

（例：「No.１ 北海道建設業サポートセンターの運営」は平成 30 年度～令和３年度の建

設業相談業務の実績が、それぞれ、83 件、151 件、35 件、61 件と推移していることか

ら、概ね効果があったのものとして「b」とした。） 

 

（２）検証 

Ｃ評価とした２施策には、単年度事業等で実施し、現在は終了している推進事業が多く含

まれ、事業効果の検証が難しいため、結果的にＣ評価に分類したが、その他、Ａ評価は４施

策、Ｂ評価は７施策となっており、推進事業は概ね効果があったものと考える。 

  

事業実績評価  

 

・当初の想定より実績が増加する等、より良い効果があったと思われるもの ：ａ 

・当初の想定とおりの実績があり、概ね効果があったと思われるもの    ：ｂ 

・単年度事業（又は時限付き事業）として実施し、現在終了しているもの  ：ｃ 

資料 ３ 
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目
標 

施策（１３） 
推進事業  施策の評価 

NO. （2３６本の推進事業のうち、主な事業を記載）  評価 

将
来
に
続
く
経
営
力
の
強
化 

経営力の

向上 

１ 北海道建設業サポートセンターの運営 b 

２．１ B 
10 経常建設共同体の活用 b 

１２ 早期の単価変更、実勢を反映した労務単価による積算 ｂ 

１７ 三者検討会の開催 a 

生産性の

向上 

26 ＩＣＴ活用工事現場での施工や書類作成による省力化 a 

２．１ B 
27 建設業担い手対策支援事業 b 

２９ プレキャスト工法活用拡大の検討 b 

３２ 施工時期の平準化と余裕ある工期での発注 b 

技術力の

向上 

３４ 優れた企業や現場技術者に対する表彰 b 

２．２ B 
35 入札参加資格審査における技術力の評価 a 

３７ 総合評価落札方式での技術力の評価 a 

４０ 北方型住宅・きた住まいる制度の推進 b 

技
術
を
つ
な
ぐ
担
い
手
確
保
・育
成
の
強
化 

誰もが輝

ける働き

方改革の

推進 

43 働き方改革関連特別相談窓口の設置 b 

２．０ B 
48 建設雇用改善優良事業所知事表彰 b 

５１ 労働環境改善プロジェクトの実施 b 

５６ 総合評価落札方式での人づくりの取組へ評価 a 

技術をつ

なぐ担い

手の確保  

完１１ 地域若者就業・定着支援事業 ｃ 

１．８ C 
完１3 外国人材採用相談会の開催（外国人材確保支援事業費） ｃ 

６２ 北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会 b 

66 担い手対策推進事業 b 

技術をつ

なぐ担い

手の育成 

87 道立高等技術専門学院における建設関連人材育成 a 

２．１ B 
８８ 事業内就業訓練事業費補助 ｂ 

８９ 技能士重用制度 ｂ 

91 産業貢献賞（労働関係功労者） ｂ 

北の輝く

女性の活

躍推進 

９９ 男女平等参画社会づくり推進事業 b 

２．３ A 
100 北の女性活躍サポート事業 b 

１０１ 誰もが働きやすい職場環境づくり事業 a 

102 女性が働きやすい職場環境づくり（快適トイレ設置工事） a 
地
域
の
安
全
・安
心
の
確
保 

地域力の

強化 

１０４ 総合評価落札方式での災害対応等の評価 a 

２．２ B 
１０５ 防災協定の拡充 ｂ 

１０８ 中小企業向けBCP普及促進、策定支援 a 

完20 道内中小企業BCP策定促進事業 c 

市町村と

の連携強

化 

１０９ 地域建設業と市町村との連携強化 b 

２．０ B １１０ 総合評価落札方式等の入札制度の周知 b 

１１１ 担い手３法の趣旨の周知 ｂ 

建
設
産
業
の
環
境
整
備 

新分野や

道外など

への進出 

１１４ 新分野進出取組事例の紹介 ｂ 

１．７ C 完2６ 入札参加資格審査における新分野進出企業の優遇措置 ｃ 

完2９ 新分野進出優良建設企業表彰 ｃ 

法令遵守

の徹底 

１２８ 建設業法など関係法制度の遵守の指導 b 

２．４ A 
１３１ 建設工事下請状況等調査 b 

１３４ 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応 a 

１３５ 建設ホットラインの活用 a 

適正な施

工体制 

１３６ 「建設産業における生産システム合理化指針」の周知徹底 ｂ 

２．４ A 
１３７ 安全点検推進事業（安全パトロールの実施） a 

１３９ 施工体制点検・確認要領に基づく点検 a 

１４１ 建設ホットラインの活用 a 

不良・不適

格業者の

排除 

１４３ 社会保険加入状況の「見える化」 ｂ 

２．４ A 
１４６ 安全点検推進事業（安全パトロールの実施） a 

１５０ 建設業法に基づく監督処分の厳正な対応 a 

１５１ 指名停止等の適正な運用 ｂ 

事業
評価 平均点 



  3  

 

 

（１）評価方法・結果 

公表されている各種統計等データのうち、建設産業の１３の施策に関連するものを指 

標項目として設定。その指標値により施策の効果を客観的、定量的に把握し、次により 

３段階で評価する。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設定した指標項目における指標値が、増加傾向又は目標を上回る   ：Ａ 
・設定した指標項目における指標値が、微増又は横ばいで推移している ：Ｂ 
・設定した指標項目における設定値が、減少傾向又は目標を下回る   ：Ｃ 

 
目 標（４目標） 

※指標項目 指標値の状況 
評
価   施 策（１３施策） 

１ 将来に続く経営力の強化     

  (1)経営力の向上 道内建設業売上高営業利益率 
H28～H30 は全国を下回っていた

が、R2 は上回っている 
Ａ 

  (2)生産性の向上 

地域平準化率（施工時期の平

準化） 

前年より上昇し全国を上回って

いるものの、目標値を下回る 
Ｃ 

建設管理部発注「ＩＣＴモデ

ル工事の実施率」※１ 

本格実施した R 元年度から微増

しており、やや上昇傾向にある 
Ｂ 

  (3)技術力の向上 
経営事項審査における「技術

力評価点（Ｚ点）」※２ 

近年は微増しており、やや上昇

傾向にある 
Ｂ 

２ 技術をつなぐ担い手確保・育成の強化   

  
(1)誰もが輝ける働き方改革

の推進 

道内建設業労働者の「月間現

金給与額」 

Ｒ３は前年より上昇し、全国の

全産業や建設業を上回っている 
Ａ 

同「月間実労働時間」 
全国全産業の月間実労働時間を

上回っている 
Ｃ 

  
(2)技術をつなぐ担い手の 

確保 

道内新規高等学校卒業者「建

設業・平均就職内定者」※３  

H28～R2 の平均が 754 人に対し

R3 は 683 人に減少し厳しい状況 
Ｃ 

同「建設業・充足率（求人数

に対する内定者数）」 

H29 の 23.3％から年々減少して

おり R3 は 16.9％と厳しい状況 
Ｃ 

  
(3)技術をつなぐ担い手の 

育成 
土木施工管理技士数 

（１級・２級） 

１級、２級ともに微増であるが

上昇傾向にある 
Ｂ 

  (4)北の輝く女性の活躍推進 採用者に占める女性の割合 
採用者に占める割合は低いもの

の、近年は増加傾向にある 
Ｂ 

３ 地域の安全・安心の確保     

  (1)地域力の強化 
事業継続計画（ＢＣＰ）の策

定率 

「策定済」企業が増加し「策定

予定なし」企業は減少している 
Ａ 

  
(2)市町村との連携強化 
（ダンピング対策） 

低入札価格調査基準又は最低

制限価格の設定 

全国的にも、実施率は低い状況

が続いている 
Ｃ 

４ 建設産業の環境整備     

  (1)新分野や道外への進出 新分野進出への取組状況 
新分野進出の考えがない企業が

増加し、本業重視の傾向にある 
Ｃ 

  (2)法令遵守の徹底 
建設業法に基づく監督処分数
（目標：年々減少させる） 

H29 の 14 件から年々減少し、 

R3 は 10 件となっている。 
Ａ   (3)適正な施工体制 

  (4)不良・不適格業者の排除  

 
（指標項目について） 
 
※１ 受注者の提案・協議により ICT活用建設機械による施工や 3次元設計データ作成等を行う工事 

※２ 技術力を審査する評点で、技術者の資格と元請完工高から、業務区分ごとに算出する 

※３ ハローワークの職業紹介により道内建設業への就職が内定した者。北海道総合計画の指標として設

定しており、目標値は「R3～R7平均就職内定者数＝830人」としている 

客観的指標評価  

 

２ 
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（１）評価方法・結果 

   北海道建設業協会会員企業を対象にアンケート調査を実施し、前プランにおける４４本の

取組について、建設企業の側から見た「重要度」と「満足度」を把握する「CS ポートフォ

リオ分析※」を行った。（回答数 276 社、回収率 41％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※ 製品やサービスについての顧客の満足度（Customer Satisfaction）を図り、優先的に改善す   
る項目を把握する手法。 

施策（１３） 取組項目（４４本） 
項
目 

重要度 満足度 

1 
経営力の 

向上 

「北海道建設業サポートセンター」で経営問題の指導や助言 1 3.98 3.37 

「北海道建設業サポートセンター」や「メルマガ」による情報提供 2 3.68 3.34 

事業資金等の融資や設備導入の支援 3 3.85 3.32 

経常建設共同体の結成と活用 4 3.84 3.46 

実勢単価を反映した単価等の適用や設計変更 5 4.78 3.20 

余裕ある工期採用や施工時期等の平準化 6 4.41 3.37 

2 
生産性の 

向上 

ICT 活用により施工の簡略化や書類作成の省力化 7 4.36 3.22 

コンクリート構造物等のプレキャスト化などを推進 8 4.15 3.22 

3 
技術力の 

向上 

優秀な建設業者、現場技術者、コンサルなどを表彰 9 4.15 3.67 

総合評価落札方式の入札で技術力を評価 10 4.15 3.62 

技術講習会の開催や新技術情報を募集し積極的に活用 11 4.02 3.52 

4 

誰もが輝け

る働き方改

革の推進 

「ほっかいどう働き方改革支援センター」などを設置し相談対応 12 3.58 3.28 

建設労働者の労働環境を積極的に整備している企業を表彰 13 3.91 3.39 

ICT 活用により施工の簡略化や書類作成の省力化 14 4.24 3.34 

労働市場を把握し適切な賃金水準を確保 15 4.39 3.36 

安全ﾊﾟﾄﾛｰﾙを実施して指導・啓発を行う 16 4.15 3.67 

総合評価落札方式にて技術者教育や新規雇用等を評価 17 3.99 3.70 

建設業退職共済の加入状況把握や社会保険未加入企業に指導 18 4.09 3.74 

5 

技術をつな

ぐ担い手の

確保 

「北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会」による連携強化 19 3.82 3.33 

「北海道建設業サポートセンター」等による情報発信 20 3.68 3.30 

現場見学会開催によるPRやイメージアップを図る 21 4.38 3.40 

社会資本整備についてパネル展を開催し、広く道民に紹介 2２ 3.73 3.36 

産官学連携のインターンシップなどの体験的な学習活動を実施 23 4.26 3.38 

冬期増嵩の予算措置や季節労働者の資格取得経費の助成 24 4.57 3.51 

6 

技術をつな

ぐ担い手の

育成 

職業訓練行う中小企業事主団体等に運営経費を補助 25 3.98 3.42 

技能の習得に励み卓越した技能を身につけた者を表彰 26 3.99 3.42 

担い手育成の指導方法等を習得する研修等の開催を支援 27 4.15 3.50 

7 

北の輝く 

女性の活躍

推進 

「北海道建設産業担い手確保・育成推進協議会」で女性活躍支援 28 3.99 3.36 

「北海道なでしこ応援企業」の認定や表彰により取組企業を支援 29 3.84 3.44 

快適トイレの設置を推進 30 4.08 3.82 

8 
地域力の 

強化 

総合評価落札方式の入札で地域の安全安心への貢献を評価 31 4.26 3.78 

関係機関との防災協定を締結 32 4.42 4.01 

関係機関と連携し防災教育、防災訓練に取り組む 33 4.18 3.68 

中小企業の事業継続計画（BCP）セミナーの開催 34 3.86 3.45 

9 
市町村との

連携強化 

協議会などを通じて地域建設産業と市町村との連携を強化 35 4.00 3.22 

市町村に入札制度や担い手３法改正の趣旨を周知 36 4.10 3.30 

10 
新分野等へ

の進出 
事例紹介や指導助言のほか補助や融資などを支援 37 3.45 3.19 

11 
法令遵守の

徹底 

安全パトロールや下請状況等調査等を実施 38 3.99 3.64 

監督処分や「建設ホットライン」による契約トラブルの相談等 39 4.09 3.67 

12 
適正な施工

体制 

下請状況等調査や安全パトロール、施工体制点検等を実施 40 4.01 3.72 

「建設ホットライン」で契約トラブルの相談等に対応 41 3.78 3.43 

13 

不良・不適

格業者の 

排除 

社会保険未加入企業へ是正指導 42 4.26 3.78 

下請状況等調査や安全パトロール、施工体制点検等を実施 43 4.04 3.75 

「建設ホットライン」で契約トラブルの相談等に対応 44 3.83 3.57 

 

３ 満足度評価  
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（２）検証 

調査結果を次のとおり点数化し、横軸に「重要度」を、縦軸に「満足度」をとり、アン   

ケートの評価項目（１～４４）を座標軸の中にプロットすることにより取組の優先度を４つ

の項目により分類した。 

 

 

４４本の取組の平均点は、「重要度：４．０２」、「満足度：３．４８」となっており、 

（１）表中の着色部分が平均点と比べて「重要度が高く、かつ満足度が低い」の取組のため、

「最優先で改善を行う」取組となる。（下グラフ中、右下のエリア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
2

3

4

5

6

78

9

10

11

12

13

14
15

16
17

18

19
20

21

22
23

24

2526

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38
39

40

41

42
43

44

3.10

3.20

3.30

3.40

3.50

3.60

3.70

3.80

3.90

4.00

4.10

3.40 3.50 3.60 3.70 3.80 3.90 4.00 4.10 4.20 4.30 4.40 4.50 4.60 4.70 4.80

6

重要度

満足度

＜維持項目＞
現状を維持する

＜重点維持項目＞
強みとして維持強化する

＜改善項目＞
満足度が低く、改善を行う

＜重点改善項目＞
最優先で改善を行う

３1

9

16

1

4

29

＜経営力の向上＞ 
○先ずは建設業本業に特化した支援を実施してほしい。柔軟な設計変更や適切な歩掛・単価への見
直し、工事量の確保が重要です。設計時点の単価調査も実施されていますが、実際の施工時にそ
の単価で資材を購入できない事態です。１％枠があるスライド制度では救済されません。 

○余裕ある工期の採用や施工時期等の平準化について、設計時の工期設定根拠が不明のものがあり
ます。根拠の明示や受注者の工程と相違がある場合は工事円滑化会議で協議等してほしい。 

○円滑化会議、設計変更確認会議について、受注者希望ではなく「１億円以上などの全ての工事」
で実施する等、実施数を増やしてほしい。 

＜生産性・技術力の向上＞ 
○ＩＣＴを活用した工事に対する評価点について、インセンティブを増やしてほしい。また高得
点評価の工事の事例（規模・難易度・山間地など）を参考に公表していただきたい。 

＜担い手の確保・育成＞ 
○札幌や地方の中心都市での取組ばかりでは、企業の立地場所による格差は広がるばかり。地元志
向の風潮が強い今こそ、過疎地域での対策活動が必要であり、効果的になると思います。 

＜働き方改革の推進＞＜市町村との連携強化＞ 
○入札制度や担い手三法に対する市町村の理解、特に週休２日制の取組の早期着手が必要です。 
○働き方改革(週休二日)や賃上げに協力するよう下請会社に呼びかけていますが、他社の労働環境
に関して把握することが難しく、今後どのように対応するか困っています。 

 

評価理由の主なもの 

・非常に重要(5)、やや重要(4)、どちらとも言えない(3)、あまり重要ではない(2)、重要ではない（1） 

・非常に満足(5)、やや満足(4)、どちらとも言えない(3)、やや不満(2)、不満（1） 
 


